































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































?????????????? ????? ??? ? ?? ???
1978年 1979年（6月末）　1980年（8月末）主な国の増加分（暫定）
金額（a）構成比　金額（b）構成比　金額（c）構成比　b－a　構i成比　c－b　構成比
4，　206．　3
　439．　9
　331．　4
　289．　3
　216．　9
　108．　5
　108．　5
　78．　3
　36．　2
210．　9
69．84．758．0　69．65，379．4
7．　3
5．　5
4．　8
3．　6
1．　8
1．　8
ユ．3
0．　6
505．　9
376．　0
362．　3
，？．05．　1
109．4
75．　．9．
82．　0
54．　7
ユ23．　0
1ユ6．2
ユ3．7
54．　7
????????? ー615．　9
436．　6
436．　6
226．　1
140．　3
78．　0
101，　3
39．　0
155．　9
116．9
15．　6
54．　6
69．　0
7．　9
5．　6
5．　6
2．　9
L8
LO
1．　3
0．　5
2．　0
1．　5
0．　2
0．　7
551．　7
　66．　0
　44．　6
　73．　0
一　11．　8
　0．　9
一　33．　3
　3．　7
　18．5
68．　1
8．　1
　5．　5
　9．　0
一ユ．5
　0．　1
－4．　1
　0．　5
　2．　3
621．　4
110．　0
　60．　6
　74．　0
－IL　8
　0．　9
　2．　8
　19．　3
一　15，　7
64．　7
11．　5
　6．　3
　7．　7
－1．2
　0．　1
　0．　3
　2．　0
－1．6
??
?
6，026．2　100．0　6，836．2　100．0　7，796．2　100．0　810．0　100．0　960．0　100．0
出所：日本貿易振興会『海外市場白書』1980，ユ981
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なく，市場に弾力性をもたせるべき環境も不十分であることのために，一層，その発達が遅れて
しまうという経済的背景があると考えられる。
　例えば表11により外国投資の実態をみると，市場が競争的でなく，寡占的な市場が形成されて
いることの・一端がうかがえる。
　すなわち，最近の外国の直接投資流入額は1978年現在60億ドルを超える残高になっており，す
でに81年1～8．月期において80億ドルを記録その趨勢は過去から傾向的に増加（1975年46億
1，100万ドル，1976年49億3，000万ドル，1977年52億ドル）しており将来とも投資額は，拡大する
方向にいる。国別ではとくに米国の投資額がすこぶる高く全投資額の約7割を占め，1980年1～
8月期にすでに6億ドルと，前年より1億ドルもオーバーしている。西独，日本は米国の約6分
の1前後とかなり低い水準にある。
　最近の投資額の内訳をみると，製造業に対する投資額は非常に高く，過去80％以上がそれであ
った。1979年6月現在では製造業への投資残高は49億ドルに達し，1980年8月期には60億ドルを
超えてうる。製造業投資額の1979年6月の残高と，1980年8月の残高から求めた暫定的な増加投
資額（表12参照）は：およそ12億ドルになる。この内訳は，表から明らかなように輸送機械部門が
圧倒的シェアをもち，製造業投資額の2分の1弱を占める。次いで，電気を除く機械部門が17．4
％，電気機械部門9．7％，化学工業部門（石油化学を含む）13．8％となっており，これら4部門
で85，6％を占め，投資の大部分が重化学部門に集中している。
　それぞれの投資の業種は，旺盛な自動車需要に支えられた。自動車の組立・部品加工部門や，
石油化学プラントの建設，鉄鋼，セメント，ガラス工業といった部門での重機械類の製造で，ほ
表12　製造業業種別投資増額の割合（暫定値）
　　　　　　　　　　　　（単位：100万ドル，％）
????????????????????????
機械（電気を除く）??????????
、1979年6月～
　1980年8月 構i成比
　o．　0
　1．　4
10．　5
　0．　0
166．　2
　0．　o
　o．　0
43．　3
210．　1
116．8
539．　3
48．　0
71．　3
o．　o
O，　1
0．　9
0．　0
13．　8
0．　o
o．　0
3．　6
1Z　4
9，　7
44，　7
4．　O
or，　9
合
??
1，　206．　9 100．　0
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とんどが大規模な生産のものに属する。自動車などの完成品は主に米国向けに輸出されたり，石
油化学の誘導品も輸出向けとして投資されたりする。
　このように耐久消費財の生産設備，中間財の生産設備や，機械設備の生産は，外国資本によっ
て主に企業化されてきている。例えば製造業全体に占める外資企業のシェアは，1970年の場合，
付加価値で平均33．4％である。とくに，化学工業品は高く，石油化学製品（三三，化粧品，石け
んやその他化学品）のシェアは平均で約6割，非鉄金属製品は約7割，機械製品約5割といった
状況にある。これに対して民族系のシェアが高いのは，食料品，繊維品などの日用消費財や家具
といった軽工業品に集中しており，60～100％の範囲にある。
　外国の直接投資が間断なく増え続けることは，国内産業の発達にとって必ずしも有利に働くと
は限らず，かえって，①国内市場が外国資本によって支配されてしまうため，企業機会の創出が
制約されたり，あるいは，②資本，労働力の移動が規模間，業種間で妨げられ，資源の合理的配
分がしにくくなってくるといった状況を招く。
　中小企業と大企業の整合的な発展が行なわれることなく，アンバランスな発達をしてきている
ことは，過去の統計からもよくうかがえる。外国技術の導入の拡大は，国内に育成すべき産業
（企業）がなけれぽ，当然，結果として必要な関連機械や部品などの輸入量の増大をもたらし，
ますす国内の産業機械や工作機械などを作るための市場機会を狭める結果となる。また，たとえ
国内生産者が脆弱，あるいは幼稚産業で，その可能性のある産業や中小企業であっても，大企業
が部品などの内製化をできるだけ減らし，日本の場合のように下請けに出すシステムを確立する
ことが必要となるが，現状では耐久消費材，中間財，資本財などの分野は，外資系企業ないし民
族系大企業が大きな比重を占め，かつ部品や素材の投入は輸入ないし，内製化しているケースが
多い。この対策としては，大企業の中小企業に対する外注依存率を高めるために，制度的に中小
企業を協業化させたり，優良企業の育成を図るなどして中小企業の体質を強化し，大企業との関
連をもたせる努力を行なうべきであると考える。
　2－2　市場の硬直化について
　大企業と中小企業の並行的発展を阻害すると考えられる要因について考察する。
　まず，大企業と中小企業との労働生産性の格差は，企業の賃金支払能力にも影響を及ぼすと考
えられる。例えば501人以上の大規模企業を100とした場合，1970年の名目賃金率は101～250人規
模で76，次いで51～100人規模66，16～50人規模54，6～15人規模39となっており，これを1975
年でみると，51～100人規模でやや賃金格差は縮少しているものの，同じく，71，64，53，29と
いう結果であり総じて格差は拡大傾向にある。
　大企業と中小企業との賃金率の平準化はみられるものの依然としてその差は非常に大きい。製
造業の実質賃金率の趨勢は1960年代，70年代と上昇してきているにもかかわらず，失業者が毎年
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表13　製造業財別卸売価格上昇率
（単位：％）
1970－75年
　1975年
　1976
　1977
　i978
　1979
総　合 消費財
生
?
財
??
原材料　　エネルギー
10．　5
22．　2
41．　．9，
15．　8
11．　3
22．　2
41．　8
17．　4
9．　2
22．　3
40．　1
13．　0
15．　5
11．　3
9．　0
23．　4
34．　1
14．　7
18，　O
7．　7
15．　7
58．　5
4．　8
6．　0
出所：Banco　de　M6xico，　Indicadores　Econ6micos，　Enero，！980
増えつづけていることは，労働市場が硬直的であることを物語るものである。
　さらに中小企業の低賃金性は，技術的進歩に対する刺激を弱め，軽工業部門に主に集まってい
る中小企業のビベイビア（競争意識）を消極的にさせてしまう。かくして低技術水準に甘えてし
まうという環境が作り出されることとなる。このことは，結果としての労働者1人当りの固定資
本設備（K／L）の大きさにも明瞭に表われており，1975年で501人以上の規模を100とした場合，
251～500人規模は87。1以下中小工業の101～250人規模64。4，51～100人規模50．2，10～50人規模
37．8，6～15人規模19．0％となっており，1970年に比べて大工業は20％以上の増加，中小工業は
停滞している。
　過去においてメキシコ政府は，輸入代替工業化一国産化一輸出振興という政策パターンの中
で，外国資本と民族系大企業との間での合弁投資を中心にして国産化を進めるという企業基盤を
作ることに，ある程度成功してきた。すなわち，メキシコ政府は石油を中心とする石油，化学プ
ラントおよびその誘導品ならびに所得水準の向上に伴う国内需要増を見込んだ耐久消費財生産へ
の重点投資を行なってきたわけである。
　これらの投資を生産効果面からみると，主に大企業主体の生産企業に傾斜投資してきたことに
気づく。すなわち，個々の企業の規模の経済（利益）は達成されたと思われるが，少なくとも，
今日の中小企業の発展の遅れや，労働市場の閉鎖性，あるいは原材料の価格上昇（表13），失業者
の増大といった点から判断すると，それら産業（大企業）への投資が当然もたらすべき伝統部門
や後進的な中小企業への波及効果や，相乗効果等といった経済的成果の実現が不十分であった。
つ一まり，資源（投資）が効率的に配分されていなかったことは，種々のデータから明らかであ
る。
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む す び
　メキシコの第一次輸入代替はほぼ完了していたという一一般的評価は，これまでの分析によって
食料をはじめとする非耐久消費財に関してはその通りであった。しかし，耐久消費財については
かなり輸入に依存しており，なお，かつ資本財の輸入代替に至ってはほとんど進展していないと
いう結論を得た。それを制約している最も強い要因は，市場の非弾力性からくる生産誘発（波及）
効果が小さく（外国資本の立地の問題），中小企業の停滞（大規模化の上向移動の問題）などが
上げられる。
　メキシコは韓国，台湾などとくらべ貿易への依存度は非常に低い。このことから，輸入代替の
完了を否定するものではないが，それはそれぞれの国の資源の賦存状況によって，いわゆる国内
で充分調達できる国もあれぽ，日本のように大部分原材料を他国から輸入している国もあるから
である。したがって，「工業製品の輸入代替がかなりの程度達成された15）」ということにはもう少
し生産構造にまでつっこんだ慎重な分析を必要とする。ラテン・アメリカ：NICsとアジアNICs
では工業化のパターンに多少の相違点があると考えるべきで，一国の工業化水準は量．質の両面
から観察すべきであることをメキシコの事例が示している。
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